
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 89,264 179,480 103,575 12,280

事業費

の内訳

令和3年度決算

②医療救護活動研修費２，２９０千円
③災害時緊急連絡体制システム保守費６００千円
④非常用電源設置等補助金６９，８７８千円
⑤衛星携帯電話の維持管理及び外部アンテナの設置等２４，２１３千円
その他１１４千円

令和4年度予算

①基幹病院等連絡協議会委員謝礼２０５千円
②医療救護活動研修費２，２９０千円
③災害時緊急連絡体制システム保守費６００千円
⑤衛星携帯電話の維持管理２，７０５千円

人工 0.9 0.9 0.9 0.9

人件費 6,480 6,480 6,480 6,480

事業費 82,784 173,000 97,095 5,800

うち特定財源 0 0 0 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

令和4 年度

関連法令・条例・
要綱等

災害対策基本法、札幌市地域防災計画に基づく災害時医療救護活動に係る協定書及び協定実施細目書

他都市の状況

横浜市では、医療機関のほか、地元町内会や警察など多数の機関と合同で災害医療訓練を実施している。

実施結果

②災害時医療救護活動研修等対策に対する補助
③災害時緊急連絡システムの改修及び保守に対する補助
④補助制度により非常用電源設備を設置した医療機関　４０件
（病院１２件、有床診療所２件、無床診療所２６件）
⑤札幌市災害時基幹病院等における衛星携帯電話の維持及び外部アンテナの設置

事業実施における
工夫点

④市内医療機関に対し、制度の周知や補助金活用意向調査を実施

対象者 市民、医療関係機関 開始 平成31 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

災害医療体制を強化するため

長期

安心を支える医療システムを構築するため

取組内容

①　災害医療体制整備業務
災害時に円滑な医療救護活動を実施するための訓練を行うとともに、関係機関との連携を図るため、情報共有を
行う連絡協議会を開催する。
②　災害時医療研修等事業費補助
③　災害時一斉連絡システムの維持・管理費補助
④　医療機関に対する非常用電源設備の設置等補助
⑤　衛星携帯電話の配備・維持管理
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

● 改善 ○ 現状維持 ○ 休止・廃止

● 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
新型コロナウイルス感染症の影響もあり、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）入力研修や災害時基幹
病院連絡協議会は実施できなかったが、非常用電源設置等補助金を活用した医療機関は増加し、災害時基
幹病院等において衛星携帯電話を配備したため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

・在宅酸素患者のための酸素供給拠点（ＨＯＴｓ）の整備及び透析医療機関等の災害時連携体制の構築する
・各医療機関に衛星携帯電話及び非常用電源を配備・設置したことを踏まえ、設置した機器類を使用した訓
練を実施する

予算
災害時におけるＨＯＴｓ及び透析医療体制の整備に向け、調査・検討
会を実施する必要がある。 見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

・災害時基幹病院連絡協議会について開催出来ていないため、開催する必要がある。
・市内災害時基幹病院等に衛星携帯電話・非常用電源を配備したため、有事の際に使用できるよう定期的
に訓練等を実施する必要がある。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

非常用電源及び衛星携帯電話等は、災害発生時という限られた状況でのみ使用する機器である
ため、行政からの財政的支援がなければ、普及しにくい性質のものであることから、補助金の交
付は、手法として妥当であると考える。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

災害医療体制の強化を図るために、医師会や多数の医療機関等が各種補助金制度を活用して
いるため、一定の需要に応えることができたと考える。
なお、訓練及び会議については、医療機関等からの要望もあることから、Ｒ４年度は実施する見
込みである。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

令和３年度おける非常用電源設置の補助制度を活用した施設数は、令和２年度（２２件）から１８
件増加し（４０件）、結果として市内１８８施設において停電時にも対応可能な医療体制を構築し
た。
また、厚生労働省が実施するＢＣＰ策定研修について、積極的に医療機関へ案内したことにより、
策定率向上に繋がったものと考える。
なお、災害訓練及び災害時基幹病院との連絡協議会等の会議については、新型コロナウイルス
の影響を受ける医療機関への負荷を考慮し、実施を見送った。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

非常用電源設置・衛星携帯電話に係る補助については、医療機関から一定の需要があったこと
から、基準額、補助率対象区分の設定は妥当であったと考える。

項目 判定 理由

80% 81% 100%

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

0回 1回

成果指標１

指標名 災害時基幹病院にけるBCP策定率

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

不明

-

活動指標２

指標名 災害医療救護活動訓練の実施

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

0回 1回

活動指標１

指標名 非常用電源設備設置の補助制度を活用した施設数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

22施設 36施設 40施設


